
平成27年  第1回  市議会定例会の結果 

市議会の第1回定例会が2月26日～3月16日に開かれました。 
問合せ＝議会事務局（内線774） 

市道路線の認定について 
都市計画法に基づき、帰属された道路、ならびに西田中町Ｂ地区住環境整備工事事務所および建設課 
より引き継ぎを受けた道路を市道認定するものです。 
大和郡山市清掃センター（ごみ焼却施設）延命化工事請負契約について 
清掃センター（ごみ焼却施設）延命化工事請負契約について、条件付一般競争入札により、三井造船 
環境エンジニアリング株式会社と契約金額55億800万円にて締結するものです。 
平成26年度大和郡山市一般会計補正予算（第7号）について 
・補正額 3億9,803万4,000円の増額　・歳入歳出総額 310億1,023万9,000円 
・主な補正内容　まち･ひと･しごと創生総合戦略策定支援業務、｢箱本物語館｣設置経費、介護保険事業
特別会計繰出金、臨時福祉給付金給付対象者への商品券支給事業、食と農プロジェクト業務、プレミア
ム商品券発行などの経費、工場等設置奨励金、商店街まちなかにぎわい創出事業、郡山城天守台改修
事業、小中学校児童生徒読書推進事業 など 
平成26年度大和郡山市介護保険事業特別会計補正予算（第3号）について 
・補正額 1億8,000万円の増額　・歳入歳出総額 65億5,097万3,000円 
・主な補正内容　介護サービス給付費用 
大和郡山市情報公開条例の一部改正について 
独立法人通則法および、行政機関の保有する情報の公開に関する法律の一部改正に準じて、所要の
改正を行うものです。 
大和郡山市行政手続条例の一部改正について 
行政手続法の一部改正に準じて、行政指導に関する規定について、所要の改正を行うものです。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に   
関する条例の制定について 
地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴って従来の教育委員長と教育長が一本
化され、総合教育会議が設置されることや、関係法律の改正に伴って文言整理などを行うものです。 
大和郡山市認定こども園条例の一部改正について 
題名を「大和郡山市幼保連携型認定こども園条例」に改め、「就学前のこどもに関する教育、保育等の
総合的な提供の推進に関する法律」に基づく幼保連携型認定こども園として治道認定こども園を   
設置するものです。 
大和郡山市立幼稚園保育料及び入園料条例の全部改正について 
題名を「大和郡山市立幼稚園の保育料に関する条例」に改め、市立幼稚園の幼稚園保育料および   
その徴収根拠について規定するものです。 
大和郡山市保育の実施に関する条例の全部改正について 
題名を「大和郡山市立保育所の保育料に関する条例」に改め、市立保育所の保育料として、政令で  
定める額を限度とする旨を定め、保育料の徴収根拠について規定するものです。 
大和郡山市手話に関する基本条例の制定について 
手話に関する基本理念を定め、市の責務を明らかにするとともに、手話に対する理解を深め、手話を 
使いやすい環境にするための推進方針の策定などについて定めるものです。 
大和郡山市介護保険条例の一部改正について 
平成27年度から29年度までの保険料を定め、保険料負担の激変緩和を図るべく、保険料段階を現行
の10段階から12段階に改めます。また、介護予防・日常生活支援総合事業の実施日は平成29年4月  
1日に、その他の地域支援事業の実施日は平成30年4月1日に、それぞれ定めるものです。 
大和郡山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の  
一部改正について 
介護保険法施行規則などの一部改正に伴って、厚生労働省令に定められた基準に基づいて定めて  
いる関係3条例について、所要の改正を行うものです。 
大和郡山市小規模住宅地区等改良事業施行に関する条例の廃止について 
平成10年度から施行している西田中町Ｂ地区小規模住宅地区改良事業が平成27年3月末をもって 
終結することに伴って本条例を廃止するとともに、関係条例について所要の改正を行うものです。 
大和郡山市手数料徴収条例の一部改正について 
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部改正に伴って、所要の改正を行うものです。 

大和郡山市空家等の適正管理に関する条例の制定について 
「空家等対策の推進に関する特別措置法」に定めのあるもののほか、緊急安全措置、警察その他の  
関係機関との連携、空家等適正管理審議会の設置などについて定めるものです。 
大和郡山市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正について 
建築基準法の一部改正に伴い、既存不適格建築物における建築行為のうち、適用除外として新たに          
「移転」を規定するものです。 


